
山梨県福祉保健部医務課
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山梨県における
県及び市町村保健師

人材育成にかかる
連携・推進について
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１．山梨県の概要



二次医療圏別

（平成29年4月1日現在）
人口：823,835人
世帯数：332,773世帯
面積：4,465K㎡
市町村数：27
保健所数：4保健所1支所
行政保健師数：409

県保健師数：76
市町村保健師数：333
新採用保健師数：183
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２．保健師現任教育に係る
経過と取り組み
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１）平成１９年度山梨県保健師現任教育マニュアル（以下、マニュアル）策定
■ 本県では、昭和61年には「保健所・市町村保健婦活動に関する指針」を策定。県と市町

村の保健師が連携を図って活動してきた経過がある。

（１）平成１９年度 マニュアル策定までの経緯

＊ 「地域保健従事者の資質向上に関する検討会報告書」（H15.3厚生労働省）

・問題点 ：現任教育がOff-JTに偏る。OJTが効果的・効率的な体制となっていない。

・初期の教育は、専門的技術職員及び行政職員としての系統的プログラムが必要。

・地域従事者に専門的な能力＋行政能力が求められる。

＊ 平成１６年度に県独自で「保健師現任教育の実態把握調査」実施

⇒ 課題 ：・OJTが効果的に実施されていない

・OJTの教育システムがない等

●この当時、山梨県には、保健師現任教育の系統的なプログラムはなく、関係機関

の役割も不明確であった。

■ 保健師現任教育検討委員会を設置し、各所属及び各自治体において、職場
内研修をはじめとする人材育成に積極的に取り組むための系統的な現任教育
プログラムをまとめた。以降、マニュアルに基づき、経験期別に設定された実
践目標について年1回各自評価し、自治体で取りまとめて県に報告した。県で

はこの結果を基に研修計画を作成し、研修を実施してきた。



＜検討委員（８名）＞

①市町村管理職代表者（行政一般職） ： 保健師の所属する課の課長（1名）

②市町村管理職保健師 ： 課長職の保健師（1名）

③保健師教育に関わる学識経験者 ： 県内看護系大学教授（地域看護）（2名）

④保健福祉事務所副所長（保健所長） 代表 ： 保健所長会代表（1名）

⑤保健所現任教育担当課長代表 ： 課長職保健師（1名）

⑥本庁保健事業担当課長 ： 医師（1名）

⑦本庁保健師現任教育事業担当課長 ： 行政一般職（1名）
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（２）平成１９年度 マニュアル検討委員会

■ 保健師現任教育マニュアルは、県及び市町村保健師が共通で活用する前提で、下記検
討委員で策定した。
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＜助言者（2名）＞

学識経験者 ： 保健師職の学識経験者（1名）

保健師職以外の学識経験者（1名）

＜作業部会員（13名）・・二班に分かれて分担作業＞

①保健師教育に関わる学識経験者 ： 県内看護系大学教授（地域看護） （2名）

②市町村保健師 ： 4保健所1支所管内から各1名の管理期保健師（5名）

③保健所・支所保健師 ： 4保健所1支所の保健師（5名）

＊保健所保健師のうち1名は、国立保健医療科学院長期研修修了者

④国立保健医療科学院長期研修修了者 ： （長期研修を修了した県保健師1名）

■事業担当課 担当職員4名（保健師2名、事務職員2名）も作業部会に入る（保

健師のうち1名は、国立保健医療科学院長期研修修了者）。



検討委員会 第1回（H19.6.1）：検討方針と計画内容の確認等
第2回（H19.8.30）：掲載予定内容への意見
第3回（H19.10.16）：記載内容最終確認、今後のマニュア

ル活用に向けての意見確認等

作業部会 新任保健師指導マニュアル検討チーム
（H19.6.1 /6.26 /7.24 /8.30 /10.16）計5回
保健師の各経験別の実践目標・評価指標を検討するチーム
（H19.6.1 /6.28 /7.31 /8.9 /8.30 /9.28）計6回
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（３）平成１９年度 マニュアル検討経過



＊ 平成２２年４月～ 新人看護職員の研修の努力義務化

＊ 「新人看護職員研修ガイドライン～保健師編～」（平成23.2厚生労働省）

⇒・新人保健師研修においては、専門職業人として成長する上で生涯にわ

たり自己研鑽を積む基本姿勢を育てる。

・指導者のみならず全職員が新人保健師に関心を持ち、皆で育てるとい

う組織文化の醸成が重要である。

■ 人材育成の中核となる保健所を位置づけた保健師現任教育研修体系を構
築し、マニュアルに基づいた研修を実施するとともに市町村等
が行うOJTを支援し、保健師の資質向上を図ることとした。

9

２）平成２４年度マニュアル一部修正



①「実践能力実態調査」の実施
調査時期 ： 平成28年5月～6月上旬
調査目的 ： 面接実施による自己評価の状況把握

面接及び面接実施に関する状況把握
調査対象： 全ての保健師
主な調査項目： マニュアルに基づく自己評価の後に、統括的な役割

担う保健師等による職場内面接を経て、再度自己評
価を実施

②「現任教育体制調査」の実施
調査時期 ： 平成28年5月～6月上旬
調査目的 ： 各所属の現任教育体制の実践状況と課題の把握

及び①において面接を実施する際に感じたこと、工夫した
こと、課題等の把握

調査対象：全市町村の窓口となっている保健師
主な調査項目： 各所属の統括的な役割を担う保健師の統括的な役

割の位置づけ、人事への関わり等

（１）マニュアル改訂に向けた準備
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３）平成２８年度マニュアル改訂



①経験別実践目標の評価指標に関すること

【現状】

職歴のある新任保健師や転職、育児休業取得者等、職務経歴が多様化す

る中、経験年数を目安にした経験期別の実践能力評価の方法では、保健師

自身が自分の実践能力を評価できなくなった。

（平成２８年度 実践能力実態調査より）

【課題】

各保健師が実践能力の獲得状況を正しく把握するとともに、成長発達の目

標設定を促す必要がある。

（２）改訂前に明らかになった保健師現任教育の課題
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②統括的役割を担う保健師に関すること

【現状】

保健師が保健、医療、福祉、介護等関係部門に分散配置されているため、

これらの保健師を、組織横断的に健康支援方策を導くための総合調整及び推

進する技術及び専門的側面から指導する役割の保健師（統括的な役割を担う

保健師）が求められているが、自治体に統括保健師が位置づいているのは11

市町村（40%）である。

また、県内小規模町村では、複数保健師（２～３人）であっても年齢が近い等

から統括的役割を担う保健師の配置が進んでいない状況も明らかとなった。

（平成２８年度 現任教育体制調査より）

【課題】

自治体に統括的役割を担う保健師を位置づけ、果たすべき役割と機能、能

力を高めるための方策や計画的な人材育成が必要である。
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③現任教育体制等に関すること

【現状】

自治体に保健師現任担当者を位置付けている市町村は8市町村（29％）で、

教育計画あるいはマニュアルを整備し、大学等と協力体制をもつ自治体は少

なく、取り組みには自治体間で差がある。特に、小規模町村の場合は単独で

現任教育体制を構築することは難しい。

（平成２８年度 現任教育体制調査より）

【課題】

自治体の人材育成を推進するための具体的な手立てを示していく必要が

ある。さらに、市町村、保健所、県、大学等の関係機関が連携し、効果的な現

任教育の研修体系を構築する必要がある。
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地域医療の主要な担い手である地方公共団体（以下「自治体」という。）に所属する保健師
の能力の養成は、自治体の保健福祉施策の推進において重要である。各自治体には、人事評価
制度や人材育成基本方針に沿って、保健師の体系的な人材育成を図ることが求められている。

より良い地域医療を構築
する力を持った保健師を育
てるために、キャリア形成
を意識した計画的かつ系統
的な研修が必要。

保健、医療、福祉、介護等の
関係部門に分散配置されている
保健師を組織横断的に健康支援
方策を導くために、総合調整及
び推進する技術及び専門的側面
から指導する役割の保健師が必
要。

関係機関が各々その立場
により、保健師の人材育成
を推進し、連携が必要。

○各保健師の能力の獲得状況を的確に把握するため、能力の
成長過程を段階別に整理した「自治体保健師の標準的なキャ
リアラダー」を提示。
○個別性に着目した人材育成は重要であり、産前産後休業や
育児休業等により長期間職場を離れた保健師の人材育成や
キャリア継続支援においても有用。

○統括的な役割を担う保健師の育成のため、ジョブロー
テーションによるOJTと研修を組み合わせた早期からの
計画的な人材育成が必要。
○人事部門等の人材育成に関係する自治体内の各部署が
連携して保健師のキャリアパスを作成するプロセス等を
通して、保健師の体系的な人材育成の必要性の理解を促
進し、体制構築を推進。

○都道府県や保健所の計画的かつ継続的な市町村へ
の支援や、自治体と教育機関・関係機関との連携に
より全自治体における人材育成を推進。
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（３）保健師に係る研修のあり方等に関する
検討会最終とりまとめ～H28.3～



「保健師に係る研修のあり方等に関する検討会最終とりまとめ（以
下、「最終とりまとめ」という）」の内容及びこれまでに出された課題、
実践能力実態調査結果、現任教育体制調査結果等を踏まえ改訂。

↓

１． 「最終とりまとめ」を反映させたマニュアルの修正

２． 現任教育の現状と課題をふまえた取り組むべきことを追加

３． 改訂後のマニュアルの活用

〇市町村及び県に所属する保健師の人材育成の共通モデル

○各所属で実態にあわせて活用する

（４）マニュアル改訂に向けて
～マニュアル検討におけるコンセプト～

15



＜検討委員（11名）＞

①市町村管理職代表者（行政一般職） ： 保健師の所属する課の課長（2名）

②市町村管理職保健師 ： 部長職の保健師（1名）、課長職の保健師（1名）

③保健師教育に関わる学識経験者 ： 県内看護系大学教授（地域看護） （2名）

④保健福祉事務所副所長（保健所長） 代表 ： 保健所長会代表（1名）

⑤人材育成の中核となる保健所現任教育担当課長 ： 課長職保健師（1名）

⑥本庁保健事業担当課長 ： 医師（1名）

⑦本庁保健師現任教育事業担当課長 ： 行政一般職（1名）

⑧本庁技術職人事担当課総括課長補佐 ： 行政一般職（1名）

（５）マニュアル検討委員会
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※下線は、平成19年度検討時より増員したもの



＜助言者（2名）＞

学識経験者 ： 保健師職の学識経験者（1名）

保健師職以外の学識経験者（1名）

＜作業部会員（18名）・・二班に分かれて作業＞

①保健師教育に関わる学識経験者 ： 県内看護系大学教授（地域看護） （2名）

②市町村保健師（管理期） ： 4保健所1支所から各1名の管理期保健師（6名）

③市町村保健師（中堅期） ： 4保健所1支所から各1名の中堅期保健師（4名）

④保健所・支所現任教育担当保健師 ： 4保健所1支所の現任教育担当者（6名）

＊1保健所は、小規模町村を複数抱えているため、担当課長も協力

＊保健所保健師のうち3名は、国立保健医療科学院長期研修修了者

■事業担当課 担当職員4名も作業部会に入る。
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※下線は、平成19年度検討時より増員したもの



検討委員会（H28.7～H29.2）
計2回

（６） 検討の実際（スケジュール）

作業部会（H28.7～H29.1）
計5回

保健所管内検討

保健所担当者打合せ
計4回
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＊第1回検討委員会で全体の方
針と委員会で協議すること、
作業部会で協議すること、医
務課で協議することを確認。

＊作業部会で検討した内容を
各保健所管内に持ち帰り、管
内で検討。その結果を作業部
会で確認し、必要な修正を加
える。

＊作業部会は、「現任教育体
制について」検討する班と
「実践能力評価・見直しにつ
いて」検討する班に分かれて
検討。

＊管内検討と同時進行で、保
健所担当者打合せを行い、管
内検討の方向性や実際の取り
まとめかた等のすりあわせ。



■保健所現任教育担当者打合せ会

（目的：作業部会前に作業部会の進め方及び内容と方向性の確認）

①平成28年6月 ：〇従前のマニュアルと「最終とりまとめ」の内容、前年度に出された課題を

もとに、マニュアル改訂の方向性と作業部会の作業内容について整理
→ 現行のマニュアルと「最終とりまとめ」で示された→キャリアラダーのすり合わせ、キャリアパ

ス、ジョブローテーション、人材育成シート、職場内面接、産休取得者のキャリア継続支援、職

歴有の採用者、小規模市町村への支援、大学との連携について など

②平成28年7月 ：〇作業部会の具体的なすすめ方・作業部会の作業内容・スケジュールの

確認等
→ 1班： 研修体制（組織、キャリアパス）現任教育の進め方（具体的な方策）について など

2班: 従来の経験別実践目標とキャリアレベルの比較について など

③平成28年8月 ：〇保健師の目指す姿、今後の作業部会（1班、2班）の具体的作業について
→ 管内検討で保健所が意見集約する内容、今後のマニュアル改訂作業の進め方 など

④平成28年12月 ：〇マニュアル改訂の新たな方向性における、管内検討の状況やキャリア

ラダー、キャリアパスへの理解について共有し、今後の現任教育体系や改

訂版マニュアルの浸透に向けた周知方法の確認

＜県本庁と保健所の連携＞
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＜県本庁及び保健所と市町村の連携＞

■作業部会 （目的：検討委員会で作業部会に委ねられた内容の検討）

１班 →  〇現任教育体制について

（キャリアパス、ジョブローテーション、人材育成支援シート、職場内面接）

２班 →  〇実践能力評価・見直しについて（キャリアラダー）

共通 → 〇統括的役割を担う保健師

〇産休育休取得者への支援

〇研修体制の整備

（人材育成支援シートの開発、OJTとしての職場内面接の具体的な方法）

〇県・市町村との連携推進（小規模町村への支援、大学との連携）

＊ ５回開催。

内容は、「山梨県保健師現任教育マニュアル改訂に係る検討経過・検討用紙」参照
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■保健所管内検討

・・・ 保健所現任教育担当者及び作業部会員が中心となる。検討の方法（会議、メールなど）

は各保健所管内に一任（目的：作業部会での検討課程で、現場の保健師の意見

が必要な内容について検討）

検討１） ・管理期保健師が自身の経過を「最終とりまとめ」に掲載のキャリアパス

に記入し、自所属の人材育成を振り返り、気づいたことを整理する。

・保健師が目指す姿、人材育成のあり方（OJT、Off-JT、ジョブローテショ

ン）について意見をまとめる。

→ 保健所現任教育担当者が内容をまとめて本庁に提出。

検討２） ・各管内保健師を階層別、役職等から選定し、「最終とりまとめ」 のキャ

リアラダー表を使って自分のレベルを確認する作業を行ってもらい、作業

の際に気づいた点（確認しにくい内容等）を整理する。

→ 保健所現任教育担当者が内容をまとめて本庁に提出。
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＜県本庁、保健所、市町村との連携の目的、特徴＞

本庁保健師は、作業部会（二班）の進め方にずれが生じないように、作業部
会の進行管理を行う保健所現任教育担当者との作業部会前の打合せを行っ
た（４回）。

作業部会（５回）を経て、各保健所管内の保健師2人と各保健所保健師の3人
が連携し、管内における保健師の意見を取りまとめた。

管内での検討（２回）により、各保健師には改訂版マニュアル策定にかかわっ
てもらい、作業部会員である市町村保健師からの発信により、改訂マニュアル
への理解を深めた。
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■目 的

改訂したマニュアルの目的や改正点（キャリアラダー、キャリアパス、統括的役割を担う
保健師等）及び今後の活用の仕方について周知することで、改訂版マニュアルの内容へ
の理解を深め、次年度からの円滑な活用を推進する。

■主 催 山梨県福祉保健部医務課

マニュアル検討委員会作業部会

■対象者 山梨県内の自治体に勤務する保健師等

■講 師 マニュアル検討委員会作業部会員

■日時・会場 平成２９年３月１３日（月）～２２日（木）

４保健所を会場に、概ね２時間３０分

■内容 １．マニュアル改訂の目的について

２．マニュアルの改正点について

３．今後の活用方法について(保健所管内ごとの内容)

４．その他

（７）マニュアル（改訂版）周知研修の開催

■市町村保健師
が講師となるこ
とで、検討委員
会・作業部会に
関わらなかった
保健師のモチ
ベーションアッ
プに繋がる。

■各保健所管内の状況
により、活用の仕方に
違いがある。保健所管
内ごとの特徴に併せた
内容で管内の活用方法
を周知した。
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（８）マニュアル（改訂版）活用に係る課題と対応
～平成29年度からの取り組み～

【改訂版マニュアルに基づく年間スケジュール（標準）】

26

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

キャリアラ
ダー確認

〇職場内
面接に向
けて、ラ
ダー確認

職場内面
接

〇年１回
の実施

集合研修
（中核保
健所研
修）

各保健所
研修（キャ
リアレベル
別研修）

〇ラダーは、各自がいつ確認しても良い

〇所属の状況に応じて、何度行っても良い

〇新任・プリセプター研修

〇統括保健師研修



平成29年度～
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３．市町村と連携して
人材育成を進めてきたこと
による効果と今後の課題



（１）マニュアルの浸透

平成19年度のマニュアル策定時に、その検討過程から検討委員会委員、作業部
会員として市町村が関与し、以降マニュアルも県・市町村共通に使用してきた。平
成28年度の改訂時にも検討委員会委員、作業部会員として、また保健所管内検討
を行うにより市町村が関与し、さらに周知研修で作業部会員であった市町村保健師
が講師となって研修を行うことによりマニュアルの市町村保健師への円滑な浸透が
図られつつある。

（２）市町村の傾向・弱点を保健所が把握しそれに対する研修を実施

平成19年度のマニュアルでは、各保健師がチェックする経験別実践目標評価
シートを市町村が回収し、保健所がとりまとめてきたことにより管内市町村の弱点等
を把握し、そのデータをもとに弱点にポイントを置いた研修を実施してきた。
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１）連携の効果（平成1９年度以降）



（１）研修体系の見直し

① 階層別研修（平成28年度まで）からキャリアレベル別研修（平成

29年度）への転換

平成29年度は、平成28年度の階層別研修終了後の評価の中で、課題となってい
る内容をテーマにして、キャリアレベル別研修を実施する。その際、階層期とキャ
リアレベルは必ずしも一致しないことから、対象者の幅を柔軟に持たせて開催し、
平成29年度の研修で課題解決の方向性を出していく。また、平成30年度に向け
ては平成29年度のキャリアラダーの確認等により、キャリアレベル別研修にシフト
していく必要がある。

② 新たな研修の開催

平成24年度のマニュアルの一部修正により、構築した「保健師現任教育体系」を
見直し、これまで行ってきた階層別研修をキャリアレベル別研修とし、新たに従来
集合研修で行っていた「管理期研修」にあたる研修を保健所主催の研修とし、集
合研修では「統括的な役割を担う保健師研修」を行うこととした。

「統括的な役割を担う保健師研修」について、対象者の範囲、研修の日程等、
講師選定等、短期間で効果の高い研修会が開催できるよう、人材育成の中核保
健所と検討中。 30

２）今後の課題
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（２）キャリアラダーの確認方法

提示したキャリアラダーを各保健師が、自分がどのレベルにいるか確認し、所属
内面接を行う。面接は、統括的役割を担う保健師がいる自治体で取り組めるとこ
ろから随時行い、面接を通じてキャリアパス（研修計画）や自分の目指したい保健
師像を作成する取り組みを始めていく。

平成29年度当初の研修企画段階では、各保健師のキャリアレベルが確定して
いないため、今年度は、各自の申し出によるキャリアレベルとし、H30年度に向け
ては、所属の保健師のキャリアラダーを把握し、県が行う研修計画に活かす。

・・ キャリアラダーの活用方法について、各市町村に示すために保健所の現
任教育担当者と検討中。



ご清聴ありがとうございました。
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